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急傾斜地崩壊危険区域内制限行為許可申請

（１）申請書（施行細則様式第１号）
（２）位置図
①当該行為をしようとする場所を縮尺1/10,000～1/50,000の地形図に赤色で記入すること。(住宅地図可)

②最寄りの公道から申請場所までの道順を示すこと。
（３）公図写し
①法務局備付けの公図等から、当該行為区域及びその隣接土地のすべてを含む広い範囲を正確に転写したものとし、当該行為区域を赤色で表示すること。
②当該公図の転写年月日、転写場所及び転写者職氏名を記載し、転写者が押印したものとすること。
（４）実測平面図(現況・計画)
①縮尺1/250～1/2,000のもので、現況を表示するのに適当なもので、当該行為区域及び周辺地域の地形が判定できるものとし、切土、盛土、構造物を色分けしたうえ、当該行為区域及び急傾斜地崩壊危険区域を明示すること。
②測量年月日及び測量者（作成者）職氏名を記載すること。（以下の図面についても同じ。）
（５）縦横断面図(現況・計画)
①縮尺1/100～1/300とし、当該行為区域を明確に記入すること。
②隣接地との関係がわかるものであること。
③河川勾配は1/nで、道路勾配はn%でそれぞれ記入すること。
（６）求積図
①急傾斜地崩壊危険区域内の行為区域の面積を求積すること。

②縮尺は1/100～1/500とし、三斜法等による面積求積線及びその数値を記入した図面とする。
（７）工作物の構造図等
（８）現況写真
行為区域の状況を明確に確認することができる全景及び細部の写真とし、写真撮影日を記入するとともに、
写真撮影位置を実測平面図に記入すること。
（９）土地に関する権原証明書等
①申請地及び隣接地の土地所有者一覧表(地番・地目・地積・所有者住所・氏名)

②自己の所有地で行為をするときは、当該土地に係る登記簿謄本
③当該土地が、他人の所有に属する場合にあっては、当該土地に係る登記簿謄本及び当該土地の所有者の同意書等
（10）利害関係人の承諾書
当該土地における行為によって、治水上砂防の上で直接影響を受けると予想される利害関係者の承諾書
(ただし、承諾が得られない場合は、その理由書及び紛争解決に関する誓約書を添付すること。)

（11）関係他法令一覧
①関係他法令一覧に規制の有無を記載
②他の法令等に基づく許認可を必要とする場合は、これらの処分を受けていることを示す書面
（許認可書等又は申請書受付印を押印したものの写しを添付)

※その他必要に応じて、下記の書類を添付すること
○委任状（任意の様式）　○損害賠償責任負担請書　○排水計画平面図（流水の方向、勾配及び水路断面を記入すること。)　○排水計画計算書　○防災計画図　○防災計画書（切土量、盛土量、残土量、残土処分地を記入すること。また、降雨時の土砂流出に備えた常備資材も具体的に記入すること。)　○構造物の安定計算書　○工程表　○その他県民局長が必要と認めるもの

１正本１部、副本２部作成の上、申請先各市町に副本を１部提出し、残った正本１部、副本１部に経由印押印を受けたものを姫路土木事務所管理第２課に提出する。

　　　　　　　　　　　　　　　↓
２管理第２課にて受付の後、技術審査を経て、許可をする。
（＊姫路土木事務所管理第２課受付より、許可までは通常約３～４週間を要する。）
急傾斜地崩壊危険区域とは・・・（急傾斜地法第３条）

１．目的

急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を保護するため、急傾斜地の崩壊を防止し及びその崩壊に対しての警戒避難体制を整備する等の措置を講じ、もって民生の安定と国土の保全に資することを目的として定められた区域です。

２．禁止、制限行為（急傾斜地法昭和４４年８月１日）

（行為の制限）

急傾斜地崩壊危険区域内においては、次の各号に掲げる行為は、都道府県知事の許可を受けなければしてはならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置として行う行為、当該急傾斜地崩壊危険区域の指定の際、すでに着手している行為及び政令で定めるその他の行為についてはこの限りでない。（第７条）

（１）水を放流し、又は停滞させる行為その他水の浸食を助長する行為

（２）ため池、用水路その他の急傾斜地崩壊防止施設以外の施設又は工作物の設置又は改造

（３）のり切、切土、掘削又は盛土

（４）立木竹の伐採

（５）木竹の滑下し又は地引きによる搬出

（６）土石の採取又は集積

（７）急傾斜地の崩壊を助長し、又は誘発する恐れのある行為で政令で定めるもの

許可を要しない行為（法第７条第１項ただし書き）

（１）非常災害のために必要な応急措置として行なう行為

（２）当該急傾斜地崩壊危険区域の指定の際すでに着手している行為

（３）政令で定めるその他の行為（政令第２条）

①水田（地割れその他の土地の状況により水の浸透しやすい水田を除く。）に水を放流し、又は停滞させる行為

②かんがいの用に供するため土地（水田及び地割れその他の土地の状況により水の著しく浸透する土地を除く。）に水を放流する行為

③日常生活の用に供するため、又は日常生活の用に供した水を土地（地割れその他の土地の状況により水の著しく浸透する土地を除く。）に放流する行為

④用排水路に水を放流する行為

⑤ため池その他の貯水施設に水を放流し、又は貯留する行為

⑥除伐又は倒木竹若しくは枯損木竹の伐採

⑦急傾斜地崩壊危険区域のうち、急傾斜地の下端に隣接する急傾斜地以外の土地の区域における次に掲げる行為

イ　長さが３メートル以下ののり切で、のり面の崩壊を生じさせないもの

ロ　高さが50センチメートル以下の切土又は深さが50センチメートル以下の掘削で、急傾斜地の下端から２メートル以上離れた土地で行うもの

ハ　高さが２メートル以下の盛土

ニ　木竹の滑下又は地引による搬出

ホ　地表から50センチメートル以内の土石の採取で、急傾斜地の下端から２メートル以上離れた土地で行うもの

ヘ　載荷重が１平方メートルにつき2.5トン以下の土石の集積

⑧急傾斜地崩壊危険区域のうち、急傾斜地の上端に隣接する急傾斜地以外の土地の区域における次に掲げる行為

イ　前号イに掲げる行為

ロ　高さが50センチメートル以下の切土又は深さが50センチメートル以下の掘削で、水の浸透又は停滞を増加させないもの

⑨次に掲げる工事の実施に係る行為（抜粋）

採石法（昭和25年法律第291号）第33条の規定による認可を受けた者が行う当該認可に係る行為又は同法第33条の13若しくは第33条の17の規定による命令を受けた者が行う当該命令の実施に係る行為

